公務労協が「地域主権大綱」閣議決定を前に原口大臣に要請（6/21）

※この交渉情報は、単組のホームページ・機関紙など外部向けの宣伝媒体には使用せず、内部意思統一や学習会用に止めてください。

　公務労協は、6月21日16時30分から原口内閣府特命担当大臣に対し、「地域主権戦略大綱」の閣議決定を前に、要請を行った。

　これは、政府が今年の夏に策定を予定していた「地域主権戦略大綱」を明日にも閣議決定するとの情勢を踏まえ、公共サービス基本法の基本理念を踏まえた対応や、公務労協及び関係組合との十分な協議・合意の上、地域主権改革を進めるに当たり、特に国の出先機関改革について慎重かつ丁寧な対応を求めて実施したもの。公務労協からは、中村議長をはじめ、森永国公連合委員長、棚村国公総連委員長、河田林野労組委員長、加藤国交職組書記長、岡本自治労書記長、吉澤事務局長、花村副事務局長が出席した。

　冒頭、中村議長は、「地域主権戦略大綱」について、「大臣がその成立にご尽力いただいた『公共サービス基本法』を踏まえ、安全で良質な公共サービスが確実、効率的、適正に実施されることを念頭に置いて策定願いたい」とし、主に以下の事項について強く要請した。

　

　(1)　国と地方の関係については、これまでの上下の関係から対等なパートナーシップの関係に転換し、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めることは重要かつ不可欠な事であり、このことが実現するよう努めること。

　(2)　国の出先機関の見直しは、国家公務員の地方公務員への身分移管という非常に重い課題を含んでおり、雇用確保を前提に、慎重かつ丁寧に対応すること。

　(3)　国の出先機関が担う役割・業務のあり方について、公務労協及び関係組合との協議の場を設けるとともに、人員移管の仕組み等を検討する場へ公務労協及び関係組合の代表者を参加させること。

　 要請に対し、原口大臣は以下の通り回答した。

　(1)　地域主権改革は、究極的には国民のものでなければならず、「地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めることは重要かつ不可欠なこと」というのはおっしゃる通りである。

(2)　規制改革が進められる中、地域主権戦略大綱では、社会規制についてはむしろ強化している。国民の尊厳を保障する立場に立ち、地方自治の本旨や補完性の原理の考え方に基づき、国民主権の内容を豊かにする方向で取り組んでいく。

(3)　国の出先機関の見直しについては、「大綱」で大枠が示され、まず各省庁によって事務・権限の自己仕分けを行い、その後地域主権戦略会議で検討を進めることとなる。事務・事業の地方自治体への移譲に伴う人員移管に関しては、職員の雇用確保を前提に進めていきたい。

　 引き続き、棚村国公総連委員長および加藤国交職組書記長が、現場の実態を踏まえ、要請した。

　棚村国公総連委員長は、今後の具体的な議論を進めていくに当たり、地域主権戦略会議で真剣な議論を行うことを求めた。また、自公政権時代には、人のあり様や人員移管の仕組みに労働組合として関わることができなかったことを訴えるとともに、働く者の立場から、事務・事業の見直しに関して該当組合との協議・意見交換する機会を設けることや、人員移管等の仕組みについて検討する体制の構成員に加えることを求めた。また加藤国交職組書記長は、「地方との個別協議に基づいて事務・事業の移管を行っていく方向であると聞いているが、関係各方面の意思疎通を十分に図って欲しい」「人員移管に関して組合員は大変不安を抱いており、丁寧な議論の進め方をお願いしたい」と強調した。

これに対して原口大臣は、以下のように回答した。

(1) 現場職員に不安を与えることは、改革の目的ではない。今の働き方やそのあり様を根本的に見直し、現場の不満を感じないような、改革の向こうに働きやすい未来があると実感してもらえる、そんな改革を実現したいと考えている。

(2)　現在、地域主権改革について、連合との間で協議しているが、事務・事業の見直しにおいて当該組合との協議の場を設けることや、人員移管の仕組みの検討の場において構成員に加えることについては、本日すぐには回答出来ないが、検討させて欲しい。

(3)　今後も、公共サービス基本法に盛り込んだ「新しい公共」「働く者の権利保障」「協議しながら進めていく」ということを十分念頭に置き、本日の要請を前向きに受け止めながら進めていきたい。

　最後に中村議長が、公務労協及び関係組合と十分な意見交換を行い、合意の上、慎重かつ丁寧に地域主権改革を進めるよう再度強く求め、要請を終えた。

